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１　本稿の背景・目的・意義

　昨今、先進諸国において父親が家庭で果たす役
割に注目が集まっている。おおむね各国政府や世
論の方向性として、父親の果たすべき役割は一昔
前に当然だったような「男は外、女は内」などの
言葉でいい表わせるものでない。むしろ昨今、父
親に求められるのは、職場生活だけに集中して家
庭を省みないことではなく、家庭と職場のバラン
スを保つことであるといってよい。だが、変遷す
る世の中において、家庭に十分に参画するロール
モデルをみながら育ってきていない現代の男性た
ちにとっては、家庭参画を実践するのは口でいう
ほど簡単なものではない。個々の父親が自己流に
対応せざるをえず、四苦八苦する姿が多くみられ
る。
　このようななか、公的なサービスの父親むけの
プログラムとして、親たちに何らかの教育機会を
提供するものが実施されてきている 1）。日本でも
全国自治体において、教育委員会・福祉部署・保
健部署・子育て関連部署などが主催し、父親むけ
のプログラムが実施されている。昨今では、母親
だけでなく、父親を対象にしたプログラムも多く
なっている。筆者の科研費調査によれば、357ヶ
所で父親むけプログラムの存在が確認された2）。
　このような状況において、本稿では、市区町村
によって実施される父親むけプログラムに関する

研究をレビューする。そうすることで、父親プロ
グラムに関する既存の実証研究の知見を整理し、
今後への示唆を得たいと考える。本稿では、以下
の条件をそなえた実証研究を扱うこととする。

●父親むけプログラムを対象にしている
●プログラムの「効果」に関する実証分析をし

ている（質的・量的）
●英語圏・日本国内における「論文」として出

版されている
　プログラムの「効果」について本稿では扱うこ
ととするが、父親むけプログラムに限定すると、
現在までに既存研究の蓄積がとても少ない。これ
まで機会があるごとに筆者は指摘しているが（例：
斎藤 2013）、その不足の現状をまずは断っておき
たい。
　また、父親むけプログラムは日本国内だけでな
く、海外でも実施されている。そのため英語で入
手できる出版物も扱うこととする。
　ここでプログラムといった場合、邦訳でいう「教
室」「講座」に絞った議論とする。広義にはもっ
と多くを範疇とすることもできるだろうが、全て
の制作・施策を扱うのは枠が広すぎるため、本稿
では限定する。なお、このように限定した意味で
プログラムという語を扱うのは、珍しいことでは
ない（参考：斎藤 2009; 2014）。
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２　方法

　本稿の目的は既存研究をレビューすることであ
るため、文献検索エンジンなどによって得られた
ものを資料とする。英語圏の文献は主に JSTOR
で検索した 3）。日本国内の検索エンジンとしては
cinii や j-stage などを用いた4）。
　以下では、父親プログラムに関する既存研究の
うち、次の諸点を概観する。各論文について順に
レビューしていく。
　●対象者：人数、特徴
　●日時・場所：単複、エリアなど
　●実験デザイン、振り分け、工夫
　●プログラムのコンテンツ（独立変数といえる）
　●効果（従属変数）
　●その他の特記事項

３　これまでの研究（英語圏）

　本節では、英語圏でこれまでに発表された各実
証論文について、順にレビューする。

（1）Anderson et al.（2002）
　当研究においては、対象者を 20人とした調査
をおこなった。全てが低所得者層の父親たちだっ
た。年齢は 10～ 40代、平均的には 30歳強だっ
た。ほとんどがアフリカ系アメリカ人であり、
75％が未婚、40％が失業中だった。Responsible 
Fatherhood（RF）というプログラムに参加した
人の中から、調査対象者として 20人が抽出され
た。
　プログラム実施および調査のなされた地域は、
米国東海岸の大都市エリアだった。プログラムの
開催期間は 6ケ月間だった。
　当研究では質的調査が実施された。解釈学的現
象学によるナラティブ分析が用いられた。主な質
問項目として「当プログラムへの参加のメリット
は何だと思うか」「参加への障壁にはどんなこと
があると思うか」「当プログラムをよりよくする
にはどうすればいいと考えるか」などに対して、

自由に語ってもらった。フォーカスグループが 5
人 1組で構成され、全 4組へのフォーカスグルー
プ・インタビューがおこなわれた（計 20人）。一
つのフォーカスグループにつき、インタビューの
時間はおよそ 2時間だった。統制群は設定されな
かった。
　当プログラム（RF）は、子育てに関わる経済
的能力の向上や、子育て参画の増進などがねらい
として実施されてきた。具体的なスキルのトレー
ニング、職業訓練的な要素、メンタルヘルスのカ
ウンセリングなども含むプログラムであった。
　以下は、全て参加者たちの語りの中からの解釈
の結果、当研究の分析からみえてきたものである。
まず、当プログラムに参加する個人的なメリット
は存在するとされ、例えば「利己主義的な傾向が
弱まった」「楽観的になった」などの変化が、当
人たちによって語られた。くわえて、個人的メリッ
トとは別に、家族との関係性におけるメリットも
語られた。例えばそれは「愛情を子どもに示すよ
うになった」などの変化であった。
　当研究は、事後の回想的面接のみの情報収集な
ので、知見を読み解くには、一定の限界を意識し
つつ読解する必要がある。当プログラムに参加す
ることのデメリットは、分析されていない。

（2）Fagan & Stevenson（2002）
　当研究におけるプログラムへの参加者は、アフ
リカ系アメリカ人 38人だった。社会経済的地位

（SES）において低位の男性たちだった。配偶者
がいない男性や、子どもと同居していない男性も
含まれていた（むしろ、子どもと同居する男性は、
ほぼ半数だった）。子どもの平均年齢は約6歳だっ
た。
　実験群と統制群が設定され、ランダムに実験群
19人、統制群 19人が割り振られた。事前事後に
各自に面接調査がおこなわれた。
　当プログラムは、著名なプログラムである
Head Start の一環として、父親むけに作成され
たものである。ペアレンティングに関する 5部編
成のビデオテープ（各 25分）を鑑賞することが
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課せられた（ビデオの内容は、父親の役割、子育
て、人種主義への挑戦等）。実験群・統制群とも
にビデオは鑑賞させられたが、実験群のみ参加者
どうしのディスカッションをおこなうことも課せ
られた。実験群にとっては 6週にわたるシリーズ
開催であったが（1回あたり 90分）、統制群にとっ
ては個々に鑑賞することが 5週間の間に課せられ
た。
　量的調査によるデータ分析の結果、「子どもを
教育する能力についての態度」には効果がみられ
た。しかし「社会化における人種への態度」は変
化しなかった。さらに、子どもとの同居・非同居
という側面で区別してみると、子と同居する父親
は自尊心やペアレンティング満足感が向上した
が、同居しない父親はそれら 2点において向上が
みられなかった。
　他に特記すべきこととして、実験群・統制群の
いずれも、ドロップアウトを予防しようとする目
的で、アウトリーチ的要素が組み込まれていたこ
とがある。盛んにスタッフが電話したり、面会し
たりした。

（3）Hawkins et al.（2008）
　当研究におけるプログラムは、カップルが対象
だった。これから第一子を持つ段階にあるカップ
ル、あるいは第一子出産後 1ケ月以内のカップル
という、つまりは移行期にあるカップル対象のプ
ログラムだった。120組が参加した。特徴として、
中流階級でかつ白人、大学卒の学歴を持つ人が多
かった。米国ユタ州の都市エリアで実施された。
　 実 験 群（treatment group） と 比 較 群

（comparison group）、そして統制群（control 
group）という全 3グループが設定された。しっ
かりとした割り当てがなされ、先有傾向の可能性
を限りなく排除したデザインだった。最終的に
は 115人が参加し、内訳は実験群 39人、比較群
37人、統制群 39人だった。実験群というのは、
Welcome Baby というプログラムに主に参加し、
補足的に Marriage Moments というプログラム
も経験するという設定の人たちだった。比較群と

いうのは、前者 Welcome Baby だけに参加する
人たちだった。
　介入の時点が 3つ設定され、Time 1は生後 3
ケ月時点、Time 2は 4～ 5ケ月時点、Time 3は
9～ 10ケ月時点だった。事前調査は設定されず、
事後調査のみだった。
　教育プログラムの内容は、訪問と自主学習の
要素によって構成されていた。Welcome Baby
は幼児の親を対象としたもので、発達や健康に
フォーカスしており、自宅への訪問形式によって
実施された（Time 1つまり 3ケ月時と、Time 2
つまり 4ケ月時の計 2回）。Marriage Moments
のほうは、カップルの関係性を強化することがね
らいであり、ワークブックとビデオ教材による自
主学習形式だった。その教材は Time 1つまり 3
ケ月時に渡され、各自が自分のペースで学習する
ものとされた 5）。中流階級のカップルにおける子
育てや家事の共有や平等性などが、その教材の内
容だった。
　Time 3つまり 9～ 10ケ月に調査された項目の
みが従属変数として設定され、効果が分析された。
効果として、実験群における子どもへの関与につ
いて「日常的な子育てへの関与」と「遊びへの関
与」の 2要素が想定されたが、実際は前者（日常
的な子育てへの関与）のみがプログラムを経験す
ることによって向上した。だが、比較群には効果
なしという結果だった。つまり 3グループ中、実
験群のみにしか効果が表れず、統制群だけでなく、
比較群には（つまりカップルの関係性の強化とい
う教育的要素がないグループには）効果が表れな
かった 6）。遊ぶことは、特段の教育がなされなく
とも、父親はそこそこできるのかもしれないと指
摘される。

（4）Rienks et al.（2011）
　当研究におけるプログラムは、低所得者層の父
親（18歳未満の子を有する）137人が対象だった。
募集は父親だけでなく、カップルを対象におこな
われた。そのため、パートナーと 2人で参加する
ケースもあった。
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　当プログラムは米国デンバー地域において、土
曜または平日夜、2週間にわたって計 14時間開催
された。参加者の中には、途中欠席をする人もい
たが、欠席者への配慮として補講が設定された。
　参加者全員がランダムな振り分けによって、実
験群と統制群のいずれかに振り分けられた。
　毎回、3～ 9人にわかれてグループワークがお
こなわれた。内容は、カップルがいかにしてコ
ミュニケーションをおこなうか、コンフリクトを
処理するか、関係性を向上させて子どもにとって
のベターな環境を整えるか、などが具体的トピッ
クだった。
　結果は、実験群に参加の効果があり、関与得
点が有意に上昇するというものだった。関与得
点とは 12項目で構成されており、例えば「学校
でうまくいくように力を貸す」「子どもの望むこ
とをする時間を一緒にすごす」「子どもが友人と
どこで何をしているか把握する」などだった。さ
らに、ペアレンティングにおけるアライアンス

（alliance：方向性や目的を同じとする協力関係）
が、父親の関与レベルに正の効果があることも示
された 7）。つまり、カップルが協力関係にあるほ
うが、父親の関与レベルが高い傾向にあった（全
ての群において同様の効果がみられたため、交互
作用というわけではないが）。
　特記すべきこととしては、全ての参加者に宿題
が課されたことがある。講座に出席する時間だけ
がプログラム参加ではなく、その他の時間を費や
してまでプログラムに携わることが求められた。

４　これまでの研究（日本国内）

　本節では、日本国内で発表された既存研究をと
りあげる。ほとんど該当するものは見当たらない
が、しいていえば次の 3つを紹介したい。

（1）冬木（2007）
　当研究におけるプログラムは、2～ 3歳の子ど
もを持つ父親が対象だった。参加者 22人、父親
の平均年齢は 33歳だった。静岡県静岡市にて、1

回あたり 45分、2回連続シリーズで開催された。
　統制群は設定されず、プログラム参加者だけに
調査が実施された。事前調査はなく、事後のアン
ケートのみがおこなわれた。自由記述式で、各々
が思うことを記してもらう形式だった。
　父親だけでなく、子どもも同伴で参加し、親子
一緒に遊ぶプログラムだった 8）。内容は、体操・
手遊びなどであり、つまり体を使うものだった。
　参加後の父親の感想として「子どもと同じレベ
ルで遊べた」「子どもの気持ちに合わせるよう工
夫した」などの記述が寄せられた。しかしこれら
はプログラムの効果というより、プロセスにおけ
る自己の行動の記述である。またそれ以外に、「子
どもの新たな面を発見した」「子どもの要求する
遊びが把握できた」などがあった。これらのほう
が効果に近いといってよいだろう。いずれにして
も、分析水準は高くはなく、参加者当人による自
己評価に依った分析であり、客観的な態度行動の
変容についての実証分析ではない。

（2）金山（2007）
　当研究におけるプログラムは、企業勤めの人た
ち271人が対象だった（9団体）。女性の参加もあっ
たが、多くが男性の参加者だった。
　新潟県上越市と長野県上田市の複数箇所におい
て実施された。シリーズ開催のものも含まれてい
た。統制群は設定されていなかった。
　NPO が派遣する講師が企業に出向き、講座が
実施されるプログラムだった。社員研修や労働組
合の研修などとしておこなわれた。レクチャータ
イプのこともあれば、グループトークのことも
あった。
　調査は、観察法および面接法によって実施され
た。効果のほどは、実証的に明確にされていない。
量的・質的データを用いた分析はおこなわれてい
ない。

（3）吉岡（2009）
　当研究におけるプログラムは、子どもの対象年
齢が幅広く、就学前の子どもから思春期の子ども
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までを持つ父親という対象で実施された。父親講
座と称しながら、母親も参加していいことになっ
ていた。実際、母親も参加していた。
　札幌市にて複数の講座が開催された。うち 6ケ
所ぶんの講座が当研究で分析対象となっている。
それぞれが単発での開催だった。「さっぽろ子育
てネットワーク」による事業だった。
　質的分析が実施されたが、深い構築主義的分析
とはいえない。統制群は設定されなかった。当プ
ログラムの開催中、参加者どうしのディスカッ
ション（フリートーク）がおこなわれたが、その
中での参加者の発言について分析がなされた。さ
らに、事後アンケートの自由記述についても分析
がなされた。トピックは主に、父親のあり方だっ
た。
　プログラムの効果としては、参加者当人たちに
よる語りの中で、意識の変容が挙げられたことが
ある。また、母親（パートナー）が参加すること
によるメリットも語られている。例えば、母親の
苦悩を知ることができた、などの点である9）。

５	 英語圏の父親むけプログラム実践
および研究におけるポイント

　本節では英語圏で発表された研究（上述）から、
ポイントと考えられる点を抽出して実践と研究そ
れぞれについて論じたい。

（1）実践におけるポイント
　まず実践におけるポイントだが、一つには、
Fagan ら（2002）より、教材を与えられてただ
鑑賞するのと、その教材をもとに集団でディス
カッションをしながら学ぶのとでは、効果に有意
な差が生じることである。同じ題材・教材であっ
ても効果が異なることを示したのは、意義のある
知見であり、今後の実践の様々な側面に応用でき
るだろう。
　第 2に、従来のペアレンティングプログラムの
研究というと、低所得者むけのものが主流だっ
た傾向にあるが（例：Anderson et al. 2002、

Fagan et al. 2002）、そういった対象だけでもな
くなっていることがわかる。むしろ中流階級も
ペアレンティングプログラムの対象になっている

（Hawkins et al. 2008）。つまり、ペアレンティ
ングプログラムの研究というと、貧困問題がどこ
かでからんでいたかもしれないが、そればかりで
はなく、純粋にペアレンティングの能力向上にも
実証の手が伸びる風潮になっているといえる。
　第 3に、社会的マイノリティであることを乗り
越えるようなコンテンツが、ペアレンティングプ
ログラムに含まれることである（例：Fagan et 
al. 2002）。そのため、家庭生活だけでなく職業訓
練も非常に重要な要素であり、プログラムによっ
ては職業訓練の要素も混入してペアレンティン
グ教育がなされることがある（Anderson et al. 
2002）。また、婚姻状態にない父親に子育てプロ
グラムを経験させるなど、日本では考えにくいマ
イノリティ対策のプログラムもある（Fagan et 
al. 2002）。
　第 4に、子どもへの対応だけでなく、パートナー
への対応を意識したプログラムコンテンツもある

（例：Hawkins et al. 2008、Rienks et al. 2011）。
カップルの関係性が良好であることがペアレン
ティングの向上に関係しているという知見が出さ
れ、とりわけ単なる親子関係の向上を目指すだ
けでは効果があがらず、むしろパートナーシップ
の強化と一緒にペアレンティング教育がなされる
と効果があがるという一定の前提ができつつある

（Hawkins et al. 2008）。これは非常に興味深い
ところである10）。

（2）研究におけるポイント
　次に、研究におけるポイントについて指摘した
い。まず分析方法に注目すると、分散分析が多用
されることに気づかされる。昨今の社会科学にお
ける研究論文では重回帰分析が多用されている
が、その流れとは一線を画して、父親プログラ
ムの評価研究においては分散分析が多用されてい
る。説明変数・統制変数を多量に投入するだけで
はない、別の使い勝手や利便性が重んじられてい
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るといえる。むしろグループ内の事前事後の比較
や、グループ間の比較が重視されている。そのた
め分散分析が重宝されているといえよう（Fagan 
et al. 2002、Hawkins et al. 2008、Rienks et al. 
2011）。
　第 2に、参加者のアサインメント（割り振り）
には細心の注意が払われていることである。統制
群との割り振りはもちろんのこと、注目すべきは、
実験群も一様ではないとの認識のもと、多様性を
意識した分析がなされていることである。例えば、
Fagan ら（2002）は子どもと同居か、非同居か
を区別して、実験群の中での多様性に配慮した分
析をしている。また Hawkins ら（2008）は、プ
ログラムを経験するにしても、複数プログラム経
験者（実験群）と単一プログラム経験者（比較群）
を区分している。Rienks ら（2011）は、参加意
思を表明した人たちの中で出席常連者（attender）
と欠席常連者（nonattender）の違いに留意して
いる。要は、実験群（プログラム経験者）の中で
も、全ての参加者に一様に効果があるわけではな
く、効果のある人たちはどんな特徴を有するのか
に注目して分析されているといえる。
　第 3に、父親むけプログラムの効果を実証す
るにあたって、量的な研究だけでなく、質的な
研究もあるということである（Anderson et al. 
2002）。数値での変化を効果として可視化しやす
い英語圏の風潮にあって、面接法（フォーカスグ
ループ）による、本人たちの語りの分析をエビデ
ンスとして、効果の評価に質的方法を使用してい
る例がある。これは特筆すべきである。
　第 4に、Hawkins ら（2008）の結果をやや応
用解釈するに、父親の特徴を一般化する議論がで
きそうである。つまり、①父親は、子どもと遊ぶ
ことはできるけれども、日常生活上のケアが苦手
なのかもしれない。ということは、日常生活への
ケアに「伸びしろ」があると理解できるだろうし、
父親教育をおこなうことの意義の 1つはそこに見
出せる。②父親への効果についてであるが、父親
自身による自己評価では効果が報告されなかった
のに、母による評価では効果が報告された。つま

り、プログラムに参加したことによる変化につい
て、母親だけがそれを認知していたという知見で
ある。これをどう理解するかは簡単でないが、一
つには、実際のスキルが向上したわけではなく、
妻にとって夫が努力する姿勢をみせられることに
よって、妻の満足感が高まり、夫への印象が変わ
る可能性がある。それもまた重要な効果なのかも
しれない。今後の議論が必要なところである。

６	 日本の父親むけプログラム実践お
よび研究への示唆

　最後に本節にて、以上の議論を受けて、日本に
おける父親むけプログラムの実践と研究に対して
の示唆を抽出したい。

（1）日本の実践への示唆
　まずは、日本のプログラムに対する実践への示
唆である。Hawkinsら（2008）とRienksら（2011）
より、カップルの関係性を意識したコンテンツを
提供することによって、子育てスキルの向上をね
らいとするプログラムの存在がみてとれる。これ
は興味深く、示唆的である。筆者の見識によれば、
日本の公的プログラムで夫婦の関係性に言及する
ものは、ほぼ類がない。子育てというものは親子
関係だけでなく、夫婦関係も多分にからんでくる
ものだろう。今後の日本のプログラムにも何らか
の示唆となると考えられる。
　第 2に、既存研究により（Hawkins et al. 
2008、Rienks et al. 2011）、自主的な教材でワー
クをさせることや、または宿題を課すことなど、
つまり主体的に学習させることによる効果が出て
いた。受け身なだけでなく、またかしこまった教
室での場面だけでなく、自分の私生活の時間を割
いて、自宅などで主体的に学習する機会をもつこ
とは重要なのかもしれない。とかく父親むけペア
レンティングプログラムの主催側は、仕事をして
いる男性たちへの配慮からか、負担になるような
ことは避けたいと考えるかもしれないが、むしろ
宿題を課すことの正の効果があることも認識して
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よいだろう。
　第 3に、Anderson ら（2002）より、就労・労
働などのプログラムと協働し、そこにペアレン
ティングの要素を入れ込む試みもおこなわれてい
ることがみてとれる。保健健康福祉部署と教育
部署との協働は日本の行政でもありえるところだ
が、就労・労働とペアレンティング教育の要素の
協働は、特に父親むけプログラムには珍しいので
はないだろうか。しいていえば、男女協働参画部
署によるプログラムには、働き方と家庭生活とい
う要素を両方入れ込んだプログラムがあるかもし
れないが、男性対象のプログラムとはいいがたい
ものが多い。もっと男性むけに就労・労働とペア
レンティングをからませたプログラムが企画され
ていいかもしれない。
　第 4に、父親のニーズに合ったプログラムのあ
り方とはどんなものか、米国の研究を参照するこ
とが、考えるきっかけになりえる。男性のプログ
ラム参加者には、ある種の子育てスキルのような
ものに伸びがみられた（Hawkins et al. 2008）。
それは、育ちの中での幼少者との関わり経験の不
足が反映されているのかもしれない。プログラム
実施側は、日常生活上のケアの経験不足を補うべ
く、プログラムの教育内容を考えるとよいと考え
られる。それに見合ったコンテンツを提供する必
要がある。しかし一方で、父親が遊びにおける関
わりは比較的得意なのであれば、むしろ遊びの要
素を強化すべきという議論も成り立つ。遊びのネ
タを増やす内容なども必要かもしれない。個々の
自治体によってニーズは異なる可能性があるが、
検討する価値のある点である。

（2）日本の研究への示唆、海外への発信
　以上みてきたように、日本の研究で父親むけプ
ログラムを扱うもののうち、実証といえる水準の
ものはほとんどない。出版されていても、プログ
ラム評価というよりも、より簡単な事例報告のよ
うなものが多い。実証研究として、父親むけプロ
グラムの評価についてデータをもとに扱うこと
を、もっとおこなったほうがよい。

　また重要なのは、これまでのプログラム評価研
究の大半が単一のプログラムの研究だということ
である。つまり、1つのプログラム経験の効果を
みるものであって、これまでの人生で似たような
プログラムを複数経験してきた人が、現在どのよ
うなペアレンティングスキルを有するのかなどを
検討するものではない。つまり、プログラム経験
を “ 束 ” として捉える効果評価の研究は蓄積に乏
しい。
　しかし、効果というものは「どのような 1つの
プログラムに参加したか」だけでなく、むしろ参
加者個人からの視点で「どんなプログラムにこれ
まで参加してきて、それがどんな影響となって蓄
積されているか」という方向から評価されてもよ
いのではないか。これは英語圏の研究に欠けがち
な視点のように思える。言い換えれば、プログラ
ムと一口にいっても様々な次元がありえるが、単
一の「講座」「教室」に対する評価だけでなく、
より大きな施策が一個人に長期にわたって与えう
る効果の評価という側面から研究してもよい。こ
れは日本の現状（例：政策側や参加者個人のニー
ズ）にも合いやすいだろうし、単一プログラムの
検証と違った意義をもちうるものであろう。
　日本の独自性の海外への発信として、もう 1つ、
企業むけのプログラムが日本には少数ながらも存
在する点がある（金山 2007）。英語圏ではこの
ようなプログラムとして報告されている例が非常
に少ないといえる。職場生活を重視する日本社会
から発生したプログラムであり、職場でペアレン
ティングの研修をおこなうことは、日本のプログ
ラムの独自性の一側面といえるかもしれない。さ
らに、この効果を測ることには、研究上の意義が
ありそうである。
　最後に、国内外に共通してみられた特徴とし
て、父親単独での参加を求めるプログラムもある
が、パートナー同伴あるいは子ども同伴というも
のがみられた（パートナー同伴：Hawkins et al. 
2008、Rienks et al. 2011、吉岡 2009、子ども同
伴：冬木 2007）。ただし日本は子ども同伴、英語
圏はパートナー同伴というケースがやや多いよう
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にみえる。いずれにせよ、母親か子どもが同伴で
ないと、父親の参加者は集まりにくいという事情
もあるのかもしれない。これは日本でも英語圏で
も共通しているようだ。しかし同伴プログラムを、
そのメリットだけをみて論じるのは分析として不
十分であろう。メリットだけでなく、母親や子ど
もが一緒であることのデメリットも分析されるべ
きである。例えば、責任感の薄れや、学習効果の
弱さなどは指摘されるかもしれない。この点は実
証されてしかるべきであろうし、実施者にむけて
も、そのメリットとデメリットを意識して、同伴
であることの効果を分析・報告するのは意義のあ
ることといえよう。

	 	 注
1） 本稿では主に市区町村レベルのプログラムをさ

すことにする。
2） 「親力」向上にむけた行政の取組み―父親や祖

父母も対象にした包括的な親支援のあり方、課
題番号：24730478、2012 ～ 2015 年度。

3） なるべく多くを網羅するのが望ましいのは当然
だが、実際に全出版物を網羅できたわけではな
い。しかし、世界各国からアクセスできるとい
う条件においては、JSTOR を押さえておくこ
とは必須だろう。

4） 実際、筆者は検索エンジンで探した論文だけで
なく、書籍などにも当たってきている。よって、
国内の文献に関しては、かなり網羅している。

5） 教材は当研究の著者らの所属する Brigham 
Young University で作成された。

6） 前者の「日常的な子育てへの関与」は 6 項目：
おむつ替え、食事・飲み物準備、食事を食べさ
せる、寝かしつけ、夜泣き対応、着替えだった。
後者の「遊びへの関与」は 5 項目：いないいな
いばあ、楽しませ（tickle）、歌、散歩、読み聞
かせだった。

7） 数値にすると微々たる変化でしかないようにみ
えるが、これも効果を可視化する作業として重
要である。

8） 日本では父子一緒に参加するのが、よくみられ
る形式である。筆者の調査によれば全国市区町
村が主催する父親むけプログラムのうち 69.4％
が父子での参加だった（斎藤 2014）。父親のみ
は 24.7％だった。なお、記述内容から判断でき
ない箇所が、残りの 5.9％だった。

9） 他にも三島（1988）があるが、実証と呼べる水
準のものではない。また、論文ではなく実践報
告であれば、既存の文献自体が存在しないわけ
ではない。秋田市教育委員会社会教育課（1996）、
釜石市教育委員会社会教育課（1997）、長崎県
教育委員会青少年社会教育課（1988）、井上

（1999）などがそれである。
10） 日本でも同様に、夫婦で参加することが前提と

なったプログラムは多々存在する。
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